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日
本
文
化
の
源
流
は
農
村
の
山
ひ
だ
に
あ
り
ま
し
た
。

森
の
中
か
ら
水
が
湧
き
、
人
々
は
集
い
、

集
落
を
形
成
し
、
自
然
と
共
存
し
、

自
然
を
崇
拝
し
て
き
ま
し
た
。

厳
し
い
自
然
に
耐
え
た
集
落
に
は
、

先
人
の
知
恵
の
結
晶
と
も
い
う
べ
き

生
き
る
た
め
の
哲
学
が
あ
り
、

連
綿
と
伝
え
ら
れ
て
き
ま
し
た
。

モ
ノ
を
粗
末
に
す
る
こ
と
は
、

す
な
わ
ち
生
命
を
粗
末
に
す
る
こ
と
に
つ
な
が
り
ま
す
。

モ
ノ
を
大
切
に
す
る
こ
こ
ろ
、
生
命
を
育
む
こ
こ
ろ
、

郷
土
の
文
化
と
伝
統
を
伝
え
て
い
く
こ
こ
ろ
を

百
年
後
に
も
引
き
つ
い
で
い
き
ま
す
。

母
が
見
た
風
景
を
、
浴
び
た
陽
の
光
を
、

感
じ
た
風
を
、
清
冽
な
水
を
、

そ
し
て
紫
波
の
環
境
を
百
年
後
の
子
ど
も
た
ち
に

よ
り
よ
い
姿
で
残
し
伝
え
て
い
き
ま
す
。
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ぐ
く
む

そ
ま
つ

紫
波
町
長

"Future Declaration for the New Century"

The origin of Japanese culture was in the folds of a mountain in a farming village.
Water sprang forth from forests and people gathered together there. 
They formed colonies, coexisted with nature, and worshipped nature. 
Colonies tolerating harsh nature had philosophy of living,
which was worthy to be called the predecessors' wisdom,
and it has been passed down in an unbroken line.
Handling things without due respect leads to waste of human lives. 
We inherit our attitudes of cherishing things, of giving life,
and of inheriting local culture and traditions for 100 years.
We hand down the landscape mothers viewed, the sunlight they exposed to,
the wind they felt, and the clean water they used,
and better environments of Shiwa to children for 100 years.

Takashi Fujiwara
Mayor of Shiwa
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　21世紀は、今、子どもであるきみたちが担
にな
う100 年です。きみたちの考え

や才
さい
能
のう
や力が創

つく
り出していく世紀です。

　この未来は無
む
限
げん
の可

か
能
のう
性
せい
を秘

ひ
めています。きみたちによってどんな未来も

創
つく
りだすことができるでしょう。今よりも便利に、豊かに…。
　でも、ここできみたちに、ぜひ、知って欲

ほ
しいことがあります。それは、

現在は遠い過去からずっとつながっているということ、そしてすべての生き物
が結
むす
びつきあってはじめて未来が存在するということです。

　きみたち（私たち）の生命が、どれだけの自然のエネルギーを必要として
いるか、知っていますか。
　自然界で１匹

ぴき
の魚が成長するには、その体重のおよそ10 倍の食料が必要

といわれています。たとえば、１匹
ぴき
のカツオが１キロになるのに主食のイワシ

を10キロ必要とします。その10キロのイワシは100キロの動物プランクト
ンを、その100キロの動物プランクトンは1,000キロの植物プランクトンを
必要とするのです。植物性プランクトンは、山や森の木々が落とした葉が分
解され、できた有機物が川に流れ、海に運ばれたものを養分として育ちます。
そして木 な々ど植物は、太陽エネルギーを使い光

こう
合
ごう
成
せい
により酸

さん
素
そ
を作り出し、

また他の動物の食べものとなり、地球上のあらゆる生命を支
ささ
えているのです。

　自然はこれほど壮
そう
大
だい
な生命の流れをもち、繊

せん
細
さい
なしくみで成り立っていま

す。きみたちが自然を守っているのではなく、自然がきみたちを守っているの
です。地球の大きさからみれば町は小さな点に過ぎませんが、何

なん
億
おく
年
ねん
もの

時の流れと、多くの生命のつながりによって今の町の自然やきみたちが存在
しているのです。
　ところで、20 世紀は、だれもが便利に、快

かい
適
てき
にくらしたいと願い努

ど
力
りょく
した

時代でした。人々は石油や石炭などのエネルギーを使い、多くの道具や機械
を作り上げてきました。自動車、飛行機、テレビ、パソコン、携

けい
帯
たい
電話…。今、

きみたちはたいへん恵
めぐ
まれた時代に生きているといえます。

　しかし、このような便利で快
かい
適
てき
なくらしにも限りが見え始めています。たと

えば、私たちのくらしになくてはならない石油は、次の世代まで引き継げない
ほど残りあとわずかです。石油を燃やすことで二酸化炭素が発生し、地球全
体が暖

あたた
かくなり始めています。さまざまな開発によって生命の源

みなもと
といえる植

物が減
げん
少
しょう
し、また多くの動物たちの食べ物や棲

す
みかが失われています。これ

らの問題は、自然は征
せい
服
ふく
できるという私たちのおごりがもたらしたものです。

　歩みだしたばかりの21世紀の早い時期に、便利さばかりを追
つい
求
きゅう
してきた

これまでのくらしを見直し、地球上のあらゆる生き物たちと自然を共有でき
るような、新しいくらし方を見つけ出さなくてはなりません。
　この計画は、21世紀を担

にな
うきみたちといっしょに、20 世紀を振

ふ
り返りな

がら、豊かで美しいこの町の環
かん
境
きょう
を残し、すべての生き物が等しく生きられ

るような社会を築
きず
いていくために作ったものです。そのために、きみたちが

21世紀を切り開いていくために必要となる知
ち
識
しき
や経

けい
験
けん
、技

ぎ
術
じゅつ
などを、きみ

たちに引き継
つ
いでいきます。私たちが遊び、学んだこの町の大きな自然を、

未来にわたって親しむ豊かな自然として、きみたちに残していきます。自然を
征
せい
服
ふく
するのではなく、自然と共生し、自然の中でいっしょに遊び考える気持ち、

自然を大切にする心を、きみたちに手渡していきます。
　これは決して大人だけではできません。きみたちの考えや力を貸してください。

今
を
担
う

大
人
た
ち
へ 

未
来
を
担
う

子
ど
も
た
ち
へ 

　何ひとつ、捨
す
てるものなどなかった。

　そんな社会が、遠い過
か
去
こ
から現在まで続く歴史の中に、確

たし
かに存

そん
在
ざい
して

いました。そこでのくらしは、現代のように豊かではなかったかもしれませんが、
人々は自然とともに生き、支

ささ
え合い、心豊かにくらしていました。

　私たちが歩んできた20 世紀は、２度にわたる大きな戦争がもたらした荒
こう

廃
はい
からの復

ふっ
興
こう
と、豊かさを追い求め続けた100 年間だったといえるでしょう。

とりわけ日本は、第二次世界大戦で受けた痛
いた
手
で
が大きく、そこから立ち直る

ために、国を挙
あ
げて経済復

ふっ
興
こう
に取組み、復

ふっ
興
こう
後も、さらなる豊かさを求め

て突き進んできました。戦争による損
そん
失
しつ
があまりに大きかったために、より

大きな豊かさを追
お
い求めてきたといえるのではないでしょうか。

　そして今、私たちは飢
う
えることも寒さに凍

こご
えることもなく、快

かい
適
てき
で便利な

暮
く
らしを享

きょう
受
じゅ
しています。一歩まちに出れば、さまざまな食品を季節に関係

なく手に入れることができ、家ではスイッチひとつで暑さ寒さも知らずに過ご
すことができます。パソコンでメールを交換し、携

けい
帯
たい
電話とともに出かける…。

身の回りにはモノや情報が満ちあふれ、私たちのくらしは大きく変わりました。
このように、快

かい
適
てき
なくらしを享

きょう
受
じゅ
できるようになったのは、20 世紀の大きな

成
せい
果
か
です。しかし、戦後の荒

こう
廃
はい
からの復

ふっ
興
こう
を目指し、豊かさを求めて突き進

んできた私たちは、豊かさと引き換えに失ってしまったものがあるのではない
でしょうか。それは、かつて日本人が持っていた、自然といっしょに生きる、
という謙

けん
虚
きょ
な心です。捨

す
てるものなどひとつもなかったはずなのに、今では

ごみ収
しゅう
集
しゅう
車が町中を走る光景が当たり前のものとなってしまいました。

　「足
た
るを知る」心は、日本人の美

び
徳
とく
でした。

　しかし、一度手にした快
かい
適
てき
さや便

べん
利
り
さは、人間の欲

よく
望
ぼう
を際
さい
限
げん
なく膨

ふく
らま

せてしまいます。不便なことや、つらい経
けい
験
けん
をしたことがなければ、「足

た
るを

知る」ことも、豊かさも実
じっ
感
かん
できません。そんな世代が増え続けています。人々

は毎日の生活に追われ、生きがいを見失い、自殺や少年犯
はん
罪
ざい
が絶

た
えません。

この現
げん
状
じょう
は、「豊かさ」の陰

かげ
で、自然環

かん
境
きょう
の荒
こう
廃
はい
とともに心の荒

こう
廃
はい
も進んだ

ことを何よりも物
もの
語
がた
っています。ホタルが飛ばない夏の宵

よい
、ドジョウが棲

す
まな

い田んぼの堰
せき
、こどもの姿が見えない小川のほとり。そんな光景を、子ども

たちだけでなく、私たち大人さえ、何も感じずにいるのではないでしょうか。
　私たちの「豊かなくらし」を支

ささ
えているのは、地球が自然の循

じゅん
環
かん
によって

何
なん
億
おく
年
ねん
もかけて育

はぐく
みもたらしてくれた資

し
源
げん
です。豊かさを追

つい
求
きゅう
するあまり、

私たちはこの循
じゅん
環
かん
をいくつにも分

ぶん
断
だん
してしまいました。

　町の自然環
かん
境
きょう
を守り、育

はぐく
み、そして循

じゅん
環
かん
するしくみを修

しゅう
復
ふく
していくことは、

地球の自然環
かん
境
きょう
を復

ふっ
活
かつ
させることにとどまらず、人々の心の豊かさを取り戻

もど

すことでもあります。すべての生き物が等しく豊かに生きられる持
じ
続
ぞく
可能な

社会を築
きず
いていくために、私たちは今、私たちが担

にな
うべき責

せき
任
にん
に目を向けな

ければなりません。
　この計画は、町の豊かな環

かん
境
きょう
を未来の子どもたちに残していくために策

さく
定
てい

したものです。
　この思いを実現するために、みなさんの力を貸してください。

序
未来に向けて
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計画の基本事項
第 １ 章

　平成 12（2000）年、町では「すべては未来の子どもたちのために」と銘打っ
て、「新世紀未来宣言」を発表しました。「モノを大切にするこころ、生命を
育むこころ、郷土の文化と伝統を伝えていくこころ、母が見た紫波の環境を、
より良い姿で百年後の子どもたちに残し伝えていきます」としたこの宣言は、
自然との共存、人や動植物のいのちの循環を目標に掲げ、100 年後の子ども
たちが豊かな心で紫波の自然を享受できる環境を残し伝えることを目指して
おり、循環型社会形成推進基本法の施行と歩調をそろえたものでした。
　これに先立ち町では、環境基本法が施行された平成 5（1993）年に合わせ「環
境保全条例」を、平成 10（1998）年には「ごみポイ捨て禁止条例」を制定
しています。これらの取り組みにより、町民の環境・循環に対する気運が高
まって来たことを受け、新世紀未来宣言を発表した翌平成 13（2001）年には、
循環型まちづくりを推進していくための基本理念を盛り込んだ「紫波町循環
型まちづくり条例」を制定しました。
　同年、これらの取り組みを検証し、更なる活動を展開するため「環境・循
環基本計画」を策定しました。この計画は、「環境基本法」「循環型社会形成
推進基本法」及び「紫波町循環型まちづくり条例」に基づいており、目標年
度を定めた平成 22（2010）年までに、町のあるべき姿を実現することを目
的としています。
　今回、この計画が目標年次に到達したことから、これまでの計画の成果と
課題、環境問題の現状を踏まえ、次なる目標を見据えた新しい環境 ･循環基
本計画を策定します。

　この計画の役割は、町が掲げている「環境と福祉のまちづくり」の実現です。
町の環境分野において、循環型社会を形成するための中核となる計画として
位置づけており、次の４つの役割を担っています。なお、第二次紫波町総合
計画においては「循環型のまちづくり」と「協働のまちづくり」を重点プロジェ
クトに揚げています。

  １  計画策定の趣旨　 

第１節　計画策定の趣旨等

  ２  計画の役割　 

資源循環の
まちづくり

環境創造の
まちづくり

環境学習の
まちづくり

交流と協働の
まちづくり
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計画の基本事項第１章

町 民 の 役 割
循環型まちづくり委員会

循環政策委員会

町民、NPO
市民団体、事業者

事 業 者 の 役 割

町 の 役 割

　計画期間は 10年間とし、平成 23（2011）年度を初年度、平成 32（2020）
年度を目標年とします。
　計画期間中は 5年ごとに前期、後期の節目を設け、環境の状況、社会情勢
などを踏まえて評価・検討を試みる PDCAサイクル（「計画立案：Plan」、「実
施：Do」、「評価：Check」、「計画の見直し・改善：Action」を順に繰り返す）
手法を実施します。計画の進行管理の把握には指標を用います。この指標は
循環型まちづくり条例に基づき毎年広報等で公表し、町民や事業所からの意
見や情報を広く募集します。評価については、所管課及び循環政策委員会の
行政内部での評価と公募委員により構成された循環型まちづくり委員会によ
る外部評価を行います。

　未来の子どもたちに紫波町の望ましい環境を引き継ぐため、環境保全・創造、
循環型まちづくりの実現を目指し、町民、事業者、町が協働し、計画を実行
していきます。
　各自の役割は、次のとおりです。

　（１）　循環型まちづくりは、次の法律・条例・計画などに基づき推進します。
　
　　　　　○「環境基本法」「循環型社会形成推進基本法」の規定に基づき進めます。
　　　　　○「新世紀未来宣言」を理念とします。
　　　　　○「循環型まちづくり条例」により計画を策定します。
　　　　　○「総合計画【基本構想】」に基づき計画を推進します。

　（２）　循環型まちづくりを具体的に進める計画が、「環境 ･ 循環基本計画」です。この計
画は、次の４つの方針により構成しています。

　
　　　　　○資源循環のまちづくり
　　　　　○環境創造のまちづくり
　　　　　○環境学習のまちづくり
　　　　　○交流と協働のまちづくり

　（３）　環境・循環基本計画に定めた方針を取り組んでいくことにより「循環型のまち・
紫波～環境と福祉のまちづくり～」の更なる実現を目指します。この実現のため
には、次の機関と連携しながら取り組んでいきます。

　毎日の生活の中で地域や多くの人たちと協力して、環境負荷の低減及び
循環型まちづくりに進んで取り組むように努めます。また、町が進める事
業に対して参加・協力します。 循環型まちづくりについて調査、研究し提言する機関

計画推進のために組織された庁内機関

計画全般について“参加”し、“協働・交流”の推進力の役割と
なる機関

　自らの事業活動を行うとき、環境汚染を防止し循環型まちづくりに進ん
で取り組むように努めます。また、町民やNPOの活動、町が進める事業
に対しても協力します。

　環境保全・創造、循環型まちづくりに責任を持って取り組みます。町民
や事業所の意見を聞き、協力を求めて計画を推進していきます。

  ３  計画の進行管理と評価　 

  ４  計画の実行体制　 

  ５  循環型まちづくりの流れ　 
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計画の基本事項第１章

　「2006 環境・循環基本計画」には、「今ある環境を保全し、創造し、百年後
の子どもたちに確実に引き継ぐこと」を掲げました。その中で、実現のための
方針として策定したのが、以下の４項目です。

　　○ 資源を有効活用する資源循環のまちづくり
　　○ 今ある環境を保全・創造するまちづくり
　　○ 世代間・地域でくらしから学ぶ環境学習のまちづくり
　　○ 環境・循環を通じた交流によるまちづくり

　この４方針に沿って、町民と共に環境の視点を日々の生活の中に取り入れ、
定着させるくらし方を推進してきました。次に、この方針に基づいて次のよう
なまちづくりを進めました。

　　○「えこ３センター」を中核施設とした有機資源の循環活用
　　○ ３Ｒ推進の啓発活動
　　○ 町民総参加の環境美化活動や「まちピカ応援隊」による地域環境の保全
　　○ NPO 法人紫波みらい研究所や環境マイスター紫波などの環境団体に
　　　 よる環境学習の推進
　　○ 地産地消など地域資源を活用した交流

　その結果、町民の環境・循環への関心が向上してきました。そして、未来の子どもたちにより良い紫波の環境
を引き継ぐため、環境に配慮した生活とは何かを考え行動できる町民が着実に増えてきました。
　しかし、まだまだ課題があります。列挙すると次のような内容になりますが、これらの課題は、新しい計画に
おいて解決する方策を検討していきます。

　　○ 森林資源循環の分野では、収益面での問題から森林資源を効率的に活用できる連携の仕組みづくり
や森林再生が進まない

　　○ 環境・循環型まちづくりについての理解・期待はあるものの、身近な自然環境の観察や保全活動に
なかなか参加しない

　　○ 便利で快適な生活様式から脱却できないためごみが減らず、二酸化炭素排出量の削減の取り組みが
進まない

　　○ 人口減少、高齢化の進行、産業構造の変化などにより里山林や野草地などの利用を通じた自然資源
の循環が少なくなり、野生生物との共生に歪みが生じている

  １  紫波 2006環境 ･循環基本計画の成果と課題　 

第２節　計画策定の背景

環境基本法 新世紀未来宣言

循環型社会形成推進基本法

循環型まちづくり
委員会

循環政策委員会
庁内各課

総合計画・基本構想

循環型まちづくり条例

資源循環の取り組み

～紫波町の循環型まちづくり～

環境・循環基本計画

循環型のまち　紫波
（環境と福祉のまちづくり）

○資源循環のまち
○環境創造のまち
○環境学習のまち
○交流と協働のまち

住民・事業者
市民団体

（協働・参加・交流）

有機資源循環 森林資源循環 無機資源循環

えこ 3センターの活用

循環型農産物
登録制度推進

安全安心な農産物の
生産、地産地消推進

森林資源有効活用
建築用資材利用　　
木質バイオマス利用

森林づくり

他

他

3R運動
集団資源回収　
マイバック運動
ごみ分別の徹底
　　　　　など

紫波フルーツパーク

﹇
４
つ
の
方
針
﹈

国 町
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計画の基本事項第１章

　次に、これまでの主な取り組みを紹介します。

（１）　資源循環のまちづくり

　　　○えこ３センターを活用した循環型農業の推進
　　　○町産木材の利用促進、間伐材の再資源化による森林資源の利活用
　　　○レジ袋削減・ごみ分別など関連団体と連携した３Ｒの推進

（２）　環境創造のまちづくり

　　　○町民総参加の地域美化活動
　　　○ポイ捨て監視員による不法投棄の監視
　　　○環境に配慮した公共工事の実施
　　　○省エネルギーの促進
　　　○新エネルギー・クリーンエネルギーの導入推進
　　　○環境マネジメントによる環境負荷削減の取り組み　

（３）　環境学習のまちづくり

　　　○環境マイスター、紫波みらい研究所等との連携による環境学習の機会
　　　　創出
　　　○自治公民館などの主催による世代間交流や伝統文化・技術の継承
　　　○食に対する知識と食を選択する力を身につける食育推進

（４）　交流によるまちづくり

　　　○町の循環型まちづくりに共感した人々との交流
　　　○ホームページや広報誌、環境関連団体による循環型まちづくりの
　　　　情報発信
　　　○地産地消推進団体を支援し、地元農産物の付加価値による特産化の
　　　　推進

　環境問題は、地球温暖化の防止など地球環境の問題、地域の産業、まちづ
くり、開発、文化、教育などあらゆる分野に関わりながら、私たちを取り巻
いています。環境を考えることは、私たちがどんなくらし方を選んでいくの
かということに繋がります。より良い環境を未来の世代に引き継ぐために、
一人ひとりが行動を起こすことが大切です。

（１）　二酸化炭素排出量
　　紫波町環境・循環基本計画では、「100年後の子どもたちに紫波町の望ま
しい環境を残す」ための方策として、低炭素社会への取り組みが重要な位
置を占めています。町では現在、省エネルギービジョンを策定しています。
この中で平成 2（1990）年に比べて二酸化炭素の排出量を 6％削減するこ
とを目標に、省エネルギーの推進と新エネルギーの普及を進めています。な
お、国においては、平成 32（2020）年までに二酸化炭素排出量の 25％削
減（1990年比）を打ち出しているところです。
　　しかし、快適で便利なくらしを追求している現在の生活環境の中では、
なかなか削減が進まない状況です。岩手県の平成 18（2006）年度の二酸
化炭素排出量は前年と比較して 7万 7千トン減少（0.5％の減少）していま
すが、平成 2（1990）年と比較すると 5.5％増加しています。部門別割合
をみると、民生家庭部門からの排出量は全体の 20％を、民生業務部門（商
業・サービス・事業所等）からの排出量は全体の 10％となっています。さ
らに、この 2つの部門は、平成 2（1990）年の排出量と比べるとそれぞれ
33.7％、26.0％の増加となっています。
　　このとき我が国の年平均気温はこの 100 年で 1.13 度上昇し、農作物の
生育障害や病害虫の発生など気温上昇の影響と考えられる現象が起こって
います。平均気温の上昇による被害は、絶滅する動植物が増加する、異常
気象による洪水・干ばつなどの被害が増加する、作物の品質の低下や生産量
の減少により食糧危機を招くなど私たちの生活に悪影響を及ぼしています。
地球温暖化対策については世界的な問題でもあり、これまで以上に真剣に
取り組んでいく必要があります。

（２）　生物多様性
　　自然界がバランスを保っていくためにも、多くの動植物が共生する環境
を守ること、いわゆる生物多様性が維持できる環境を守っていく必要があ
ります。これは、失ってしまうと取り戻すことができないという切迫した
問題であり、解決すべき重要な課題となっています。
　　開発による生息環境の悪化、乱獲や採取、里山の崩壊、外来種による生
態系のかく乱のほか前出した地球温暖化など多くの問題が脅威となってい
ます。国際自然保護連合が平成 22（2010）年のまとめとして報告した内

  ２  環境問題の現状と課題　 
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計画の基本事項第１章

ています。また、生ごみや資源ごみ、大型不燃ごみは年々減少しているも
のの、燃えるごみは平成 21（2009）年度 4,078㌧と平成 13（2001）年
の 2,746㌧に比べると 48％の増加となっています。これは、家庭でのごみ
焼きでは大量の黒煙や臭いが発生し、近隣に迷惑をかけることや焼却する
過程で発生するダイオキシンと呼ばれる化学物質（環境ホルモン）が健康
に悪影響を及ぼすとして、平成 13（2001）年、廃棄物処理法により野焼
きが禁止されたことが要因の一つとなっています。なお、家庭から出され
るごみのリサイクル率は 30％前後となっています。
　　事業系のごみは、平成 21（2009）年度においては事業所一社 1日あた
り 11.71㎏となり、平成 20（2008）年度の 9.44㎏に比べて約 24％の増
加になりました。持続可能な社会を構築するため、循環型のまちづくりを
推進して資源の再利用化、廃棄物の発生抑制の推進を継続して取り組んで
いくことが必要です。

（４）　水環境
　　町の西側、奥羽山系の麓には水分神社の湧水や温泉があるほか、緑深い
森林をぬって渓流が流れ下るなど清らかで豊かな水のイメージがあること
から、水道水は豊富で安心して飲めると感じている人が多いようです。確
かに、町の自己水源の大半は湧水と地下水でまかなわれていますが、その
ため季節による水量の変動や、地震による汚濁や枯渇などの影響を受けやす
い状況にあります。また、町内の水源だけではまかないきれない状況もある
ことから、水源涵養のため森林の維持、保全を心がけて行く必要があります。
　　環境意識の高まりから、河川へ流れ込む生活排水への関心も高まってき
ています。汚水処理の３事業である公共下水道、農業集落排水、合併処理
浄化槽によって、水洗化できる人口の割合（汚水処理人口普及率）は、平
成 21（2009）年度末で 86.1％になっています。これは県内４番目の高い
水準であり、公共用水域の水質が保全され健全な水環境が実現されること
になります。
　　しかし、実際に水洗化をしている町民の割合（水洗化人口普及率）は
76.4％となっており、まだ、施設を利用できていない状況も併存しています。
水洗化には経費負担が大きいこと、改築や新築などの機会を待っているこ
と、高齢者世帯などでは必要性を感じていないことなど、それぞれの理由が
ありますが、未処理の生活排水がそのまま河川へ流れ込んでいる状況にあり
ます。小学校の児童による河川の水生生物調査では「汚れた水にすむ生物が
多く見られる」や「生物が少ない」などの報告がある河川も見受けられます。
河川では微生物を始めとする多様な生物が互いに支え合い、その営みが水
の浄化機能となっています。しかし、その機能を上回る汚れが流れ込むと、
汚れはそのまま海へ流れ込むことになります。
　　水環境の保全のため、水を汚さない、無駄に使わない、汚した水は浄化
して流す取り組みが継続して行われることが必要です。

容では、現在、絶滅のおそれが高い動物が 9,600 種以上、植物が 8,700 種
以上あります。しかも年間で 4万種が絶滅しているという推計もあるほど
です。我が国においても野生動物の 3割が絶滅の危機に瀕しているとの報
告があります。
　　このような状況の中、アメリカで蜂群崩壊症候群（CCD）と呼ばれる事
件が発生しました。ある日突然、ミツバチが集団で行方不明になり、近く
には死骸も見当たらないのです。これはやがてカナダ、ヨーロッパ、イン
ドでも発生することになりました。我が国では平成 21（2009 年）春の受
粉時期に花粉交配用ミツバチ不足が起こり、受粉が進まないため農産物の
収穫量が減る被害が出ています。
　　平成 22（2010）年 10月に名古屋を会場として開催されたCOP10（生
物多様性条約第 10回締約国会議）において、「生物多様性が失われる勢い
を抑えるための目標づくり」「遺伝子資源を利用するルール作り」の２点が
話し合われました。このとき我が国は「SATOYAMA(里山)イニシアティブ」
を提唱しています。この中で、里地里山は農林業などの活動から長年に渡っ
ての人間の働きかけによって管理・活用することで、利用しながら生物多
様性が保たれてきた自然共生社会のモデルであるとしています。このモデ
ルを基本として、世界各地にある伝統的な自然共生の知恵と現代の技術を
組み合わせ、自然資源の持続可能な管理と利用のための共通理念を構築し、
世界各地の自然共生社会の実現に活かしていく取り組みが提唱されました。
　町においても、開発や農林業の高齢化や経済活動の変化などによって里
地里山に対する人間の働きかけが少なくなり、荒廃した森林や耕作放棄地
などが見られるようになりました。里地里山は、これまで森と民家の境界
線の役割を果たしてきました。しかし、これが曖昧になった今、ツキノワ
グマなど野生動物は、それとは知らずに突然住宅地まで出てきてしまうよ
うになりました。その結果、農産物への被害や人間が襲われるなどの事故
が起きているのです。
　　その他に、特定外来生物の問題もあります。特定外来生物は古くからそ
の地に栄えていた動植物の生息地あるいは繁殖地を奪うなど、固有の生態
系を破壊してしまう脅威の存在です。自然を破壊するばかりか人間に危害
を加え、農林水産業にも影響を及ぼすと考えられています。
　　このような問題を解決していくために、生物多様性が有する恩恵を意識
して、身のまわりの生物に配慮した生活様式を考えていく必要があります。

（３）　ごみ処理
　　町内の家庭から集積所へ出されるごみは、平成 18（2006）年度の 7,307
㌧をピークに年々減少しています。事実、平成 21（2009）年度 6,518㌧
となっており、町民1人1日あたりの排出量としても523㌘であることから、
ピークであった平成 18（2006）年度の 581㌘からは、かなり減少してい
ます。しかし平成 13（2001）年度の 465㌘に比べると、58㌘の増量となっ
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計画の基本事項第１章

  ３  町の特性（地域における現状と課題）　 
　 中央部エリア

　エリア全体が北上盆地に属していて、町の中心市街地を形成しています。
町を二分するように流れる北上川、それに平行して JR東北本線と国道 4号な
ど主要幹線が横断しています。日詰地区には江戸時代に北上川の舟運により
宿場町が形成され、商業・文化の中心として発展してきました。
　JR 東北本線には三つの駅が設置され、周辺は宅地開発が進み人口が集中し
ています。また、JR 紫波中央駅前の町有地 10.7ha については、紫波中央駅
前都市整備事業（オガールプロジェクト）により、町の中心地として公共施
設や商業施設、住宅地として整備がされていきます。
　市街地周辺では、稲作を中心に農業が盛んであり、赤石地区は、特産であ
る「もち米」の生産地として古くから知られています。紫波中央駅隣と古館
地区には産直施設が設置されています。
　一方で昭和 50年代に建てられた住宅街では、住民の高齢化、空き家も目立
つようになっています。これまで増え続けた人口も、日詰地区以外は減少に
転じると考えられています。
　宅地化などの開発と自然環境のバランス保持、公害の監視、衛生環境など
環境の保全が課題となります。

　 西部エリア

　奥羽山脈の麓から、緩やかな傾斜で中央部まで水田地帯が広がっています。
滝名川流域の途中に造られた山王海ダムによって、農業用水の不足が解消さ
れ豊かな穀倉地帯が広がっています。畜産も古くから盛んで牛や豚、鶏の飼
育が行われていて、しわもちもち牛・しわ黒豚などブランド化されたものも
あります。また、東根山の麓の丘陵地を利用した果樹栽培もあります。キュ
ウリ ･ピーマンやシイタケなどの栽培も行われていて多様な農業生産を背景
に栽培から加工して販売する６次産業の取り組みも盛んです。
　稲荷街道沿いには「志和稲荷神社」「ラ・フランス温泉館」「水分神社」な
どがあり、「あづまね交流エリア」として西部エリアの交流の拠点となってい
ます。
　一方では、東部エリアと同様に人口が減少し、少子高齢化が進展している
状況があり、農林業後継者の確保、耕作地・里山の継続利活用、地域活動の
維持などが今後の課題となっていきます。

　紫波町は、岩手県の中央部に位置し、東西に長い形状をしています。中心
部を北上川が南に向かって流れ、流域は北上盆地を形成し、東は北上高地、
西は奥羽山脈に至ります。紫波町は、東部、西部、中央部の大きく 3つの地
域に分けることができます。
　　東部地域は、彦部、佐比内、赤沢、長岡の 4つの地区があり、北上高地
に属しています。地質は石灰岩層が多く水源が不足気味であり、古くから農
業用水の確保を目的としたため池を多く有しています。また地盤の特性を活
かし、丘陵を利用した果樹栽培が盛んな地域です。
　　中央部には、北上川沿いに日詰、古館、赤石の 3つの地区があり、国道
4号線、ＪＲ東北本線などの交通網の幹線や、日詰地区を中心とした商業施設
が集中しています。また、宅地化が進み人口も集中しています。
　　西部地域は、水分、志和の 2つの地区があり、北上盆地と奥羽山脈の一
部から形成されており、水田と畜産の複合経営が盛んな地域です。こうした
地域特性や産業などに着目して、町を次のエリアに区分し、それぞれの特性
を活かしていきます。

　 東部エリア

　北上高地から形成されるなだらかな丘陵地が多い地域です。水稲と畜産、
果樹、林業など多種複合農業が盛んに営まれ、里山が管理、利用されてきま
した。
　現在は、水稲と特産のりんご、ぶどうを中心に果樹栽培が盛んです。早い
時期から果樹を中心とした産直施設が整備され、「フルーツの里しわ」のイメー
ジの定着の推進が図られています。赤沢地区には都市農村交流公園「紫波フ
ルーツパーク」があります。体験農園やぶどう作りに適した石灰岩質の土壌
を生かした「自園自醸ワイン」づくりのためのワイナリーが整備され「フルー
ツの里しわ」を強く印象づける施設となっています。
　“フルーツ”をキーワードにして地産地消、交流人口を増加させ地域の活性
化を促す取り組みが進められています。
　また、この地域では国指定・重要無形民俗文化財である山屋地区の田植踊
を始めとした郷土芸能が各地区で継承されているほか、金山跡にちなんで創
作された佐比内金山太鼓が、地域全体の芸能として地域の活性化に繋がる取
り組みとなっています。
　しかし一方では、人口が減少し、少子高齢化が進展している状況があり、
農業後継者の確保、耕作地・里山の継続利活用、伝統芸能や文化継承など地
域活動の維持といった課題があります。

※自園自醸ワイン：
ワインに適した品種選定から栽培、
醸造まで紫波町産ぶどう 100％に
こだわったワイン
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計画の基本事項第１章

計 画 の 基 本 目 標

第 ２ 章

  ４  計画策定の基本的な方向　 

　基幹産業である農業の今後は、循環型農業のあり方、生物多様性と農業生
産の関わりが大きく影響してきます。また、町の面積の 57.4％を占める森林
の資源活用、里山の保全、災害防止と河川の管理、ごみ分別など、自然と共
生し持続可能な社会を構築するために取り組むべき課題が山積しています。
とりわけ地球温暖化と自然環境の問題は深刻な状況です。
　資源循環のまちづくりを進めていくことは、完熟堆肥を利用した元気な土
づくりによる農産物の生産、適正な森林管理による木材や薪・木質ペレット
の生産と二酸化炭素の吸収、焼却ごみのゼロを目指すゼロエミッション型ま
ちづくりの推進等、環境問題の解決に繋がります。今後 10年についても重点
施策として取り組みます。
　身近な知恵袋である高齢者の方々から伝統や生活の知恵を受け継ぎ、資源
が有限であること「もったいない」ということを感じ、わたしたちのライフ
スタイルを見直すきっかけづくりの場を作ることも必要です。結果として、
二酸化炭素の排出量の削減やエコライフの推進、伝統文化・技術の継承が図
られ、自然と人間が共に豊かに暮らす環境が構築されていきます。
　紫波町の循環型まちづくりに共感した人々との交流を通じて町の取り組み
や資源を内外に広く情報発信し、交流人口の拡大を目指します。
　これらの取り組みを推進していくためには、行政が主体となった事業の実
施と情報発信だけではなく、協働により環境活動団体やNPOなどとそれぞ
れが共通の目的のもとに、その能力を発揮して取り組んでいかなければなり
ません。町には、環境マイスター紫波、紫波町ごみ減量女性会議、紫波町環
境衛生組合連合会、NPO法人紫波みらい研究所など環境に関する活動を実施
する団体が数多く設立され、多岐にわたり環境活動を実践しています。協働
による取り組みの推進にあたっては恵まれた環境が整っています。今後 10年
間については、相互に連携、協働するネットワークづくりを進めるとともに、
町及び環境活動団体の活動に市民が数多く参加・参画して協働により計画の
推進を図っていきます。
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計画の基本目標
第 ２ 章

　紫波町総合計画において、目指す将来像を「楽しく活力ある“環境と福祉のまち紫波”」としています。「楽し
く活力ある“環境と福祉のまち紫波”」と、「新世紀未来宣言」にある理念を具象化するため、環境 ･循環基本計
画において目指すべき将来像を次のように設定します。

　「水と緑に囲まれた紫波の地と人々の共存」

　この将来像は、先祖代々から連綿と守り、引き継がれてきた豊かな紫波町の自然環境を保全・創造すること、
人もまた自然環境の中の一構成員として、自然界の循環の流れを絶やさず、自然と共存する意識を向上させるこ
とを目指すものです。
　この将来像を実現するために次の４つのまちづくり（方針）をかかげます。

　未利用資源を有効に活用して、循環型
社会の構築を強化していきます。
　焼却に依存するごみ処理からの脱却を
さらに進めます。

　地元の環境を知り、環境問題が身近に
あることに気づき、守っていく意識の啓
発を継続して行っていきます。
　学習を通じて循環型社会、循環型農業
の理解を深めていきます。

　動植物と人間が共に暮らすことができ
る地球環境に配慮した取り組みを進めて
いきます。
　安全、安心に暮らすことができる生活
環境づくりを進めていきます。

　町民・事業者・NPO・町（行政）の
地域内ネットワークと協働による地域づく
りを進めていきます。町の環境を資源と
した交流により、町内外の交流の輪を広
げることをさらに進めていきます。

第 1 節　望ましい環境像 

 １ 資源循環のまちづくり　  ２ 環境創造のまちづくり　 

 ３ 環境学習のまちづくり　  ４ 交流と協働のまちづくり
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計画の基本目標第２章

　（３）　安全安心で快適に暮らせる生活環境を向上させる
　　　田園都市としての美しい景観保全に努めていきます。また、快適な生

活環境（大気、騒音、公衆衛生等）のさらなる向上に向け、調査・監視
など環境対策の充実や町民一人ひとりの環境意識の高揚を図ります。

　（１）　身近な環境を知り、自分たちで守る
　　　自分たちの暮らす地域のあらゆることがらを対象として、自分たちで

調べ、学んでいく活動を充実させていきます。学校や地域の様々な場に
おいて、環境学習・環境教育の機会を設定し、自分たちのくらしを見つ
め直すことにより、自ら環境に配慮した行動ができる取り組みを継続し
て行います。

　（２）　伝統 ･ 文化を学び、地元の匠の知識・技術を伝承する
　　　地域力を活かした世代間交流や地元学を通じて、地域の自然・伝統・

文化・知恵を学ぶ機会を増やし、生活の中に取り入れながら継承する取
り組みを進めます。農林業に関する知恵や技術、経験を継承し、農林資源・
森林資源の循環を促す取り組みを進めます。

　（１）　地域内外でのネットワークと協働による存在感のある地域づくりを
　　　   進める
　　　町民、事業所、NPO、町（行政）の地域内の連携をより密にし、それ

ぞれの立場から資源循環・環境創造・環境学習についての事業を進めて
いく協働のまちづくりの体制を確立させます。

　　　また、町の取り組みの情報発信を継続的に行い、環境・交流に
　　共感する人々との交流を進めます。

  ３  環境学習のまちづくり  　 

  ４  交流と協働のまちづくり  　 

　（１）　環境に配慮した有機資源循環を進める
　　　基幹産業である農業について、えこ３センターを中核施設として完熟

堆肥の使用を継続して推進します。化学肥料や農薬などの削減による
元気な土づくりをさらに進め、安心でおいしい農産物としてブランドを
確立させます。

　（２）　森林資源の循環を進める
　　　町の 57.4％の面積を占める森林については、エネルギーや建材として

資源の有効利用・活用をさらに推進します。

　（３）　資源の消費を抑え、環境負荷を減らす
　　　ごみとして出されている雑紙・空き缶・空きびんなどを発生抑制
（Ｒ

リ デ ュ ー ス
ｅｄｕｃｅ）、再使用（Ｒ

リ ユ ー ス
ｅｕｓｅ）、および再生利用（Ｒ

リ サ イ ク ル
ｅｃｙｃｌｅ）

の３Ｒを徹底し焼却ごみの削減を目指します。
　　　あらゆる「廃棄物」を他の部門の原料に転換するゼロエミッション型

のまちづくりの実現を目指します。

　（１）　すべての生き物と自然を共有し、共生できる環境を保全する
　　　里山は、生物多様性の保全の上で重要なエリアとなっています。自然

界の循環機能を活かし、農・林業の営みと共に維持されてきた動植物が
身近に生息・生育している環境を調査・観察し、里山の保全に努めてい
きます。

　（２）　 環境への負荷に配慮し、低炭素社会を進める
　　　地球温暖化防止対策として、二酸化炭素排出量削減の取り組みを継続

します。国、県で推進している二酸化炭素排出量 25％削減を目標に、余
分なエネルギー消費の抑制や新エネルギーの利用促進について、町民・
事業所・NPO・町（行政）それぞれが取り組みを強化していきます。

　４つのまちづくり（方針）の実現を目指して、次の８つの基本目標を設定します。

第２節　基本目標 　

  １  資源循環のまちづくり 　 

  ２  環境創造のまちづくり 　 
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計画の基本目標第２章

資源循環のまちづくり

環
境
に
配
慮
し
た
有
機

資
源
循
環
を
進
め
る

町
内
産
堆
肥
を
活
用
し
た

循
環
型
農
業
の
普
及

施
策
項
目
　
　
　
　
　
　
　  

　
　
　
施
策
・
行
動
の
方
針 

 

　
　
　
未
来
へ
の
取
り
組
み
（
具
体
的
な
施
策
・
事
業
）  

 

10年後（2020年）に望む紫波町の環境像　　　　　　　　“水と緑に囲まれた紫波の地と人々の共存”

森
林
資
源
の
循
環
を

進
め
る

森
林
資
源
の
活
用
と

森
林
再
生

資
源
の
消
費
を
抑
え
、

環
境
負
荷
を
減
ら
す

焼
却
ご
み
20
％
削
減
を

目
指
す

・ 

減
化
学
肥
料・減
農
薬
栽
培
に
よ
る「
元
気
な
土
づ
く
り
」の
実
践
を
拡
大
す
る
。

・ 

完
熟
堆
肥
の
生
産
と
利
用
を
よ
り
一
層
進
め
て
循
環
型
農
業
の
実
践
を
拡
大
す
る
。

・ 

環
境
に
配
慮
し
た
農
業
を
実
践
す
る
。

・ 

町
内
産
農
産
物
の
消
費
拡
大
を
図
る
。

・ 

間
伐
材
な
ど
の
未
利
用
資
源
と
町
産
木
材
利
用
の
促
進
を
す
る
。

・ 

森
林
環
境
を
創
造
し
、
森
林
が
持
つ
多
面
的
機
能
を
発
揮
さ
せ
る
。

・ 

森
林
学
習
や
作
業
体
験
を
実
施
す
る
。

環
境
へ
の

負
荷
に
配
慮
し
、

低
炭
素
社
会
を
進
め
る

二
酸
化
炭
素
な
ど
の

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減

・
環
境
負
荷
の
削
減

安
全
安
心
で
快
適
に

暮
ら
せ
る
生
活
環
境

を
向
上
さ
せ
る

公
害
・
有
害
物
質
の
対
策

衛
生
的
な
生
活
環
境
づ
く
り

美
し
い
景
観
を
保
全
す
る

・ 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
環
境
負
荷
の
削
減
を
推
進
す
る
。

・ 

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
を
推
進
す
る
。

・ 

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
利
用
を
促
進
す
る
。

・ 
森
林
の
整
備
に
よ
る
二
酸
化
炭
素
吸
収
量
の
増
加
を
図
る
。

・ 
事
業
所
、
行
政
に
お
い
て
環
境
負
荷
の
削
減
を
推
進
す
る
。

・ 

公
害
、
有
害
物
質
対
策
と
管
理
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
。

・ 

町
民
主
体
の
清
掃
活
動
、
ま
ち
ピ
カ
応
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
推
進
す
る
。

・ 

衛
生
環
境
を
整
備
す
る
。

環境創造のまちづくり

す
べ
て
の
生
き
物
と

自
然
を
共
有
し
、

共
生
で
き
る
環
境
を

保
全
す
る

里
地
里
山
の
保
全
と
創
造

水
環
境
の
保
全
と
活
用

・ 

森
づ
く
り
を
推
進
す
る
。

・ 

森
林
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
を
育
成
す
る
。

・ 

自
然
観
察
会
を
実
施
す
る
。

・ 

生
物
の
生
息
環
境
と
し
て
の
視
野
を
取
り
入
れ
た
農
地
づ
く
り
を
推
進
す
る
。

・ 

主
要
河
川
の
水
質
調
査
を
継
続
し
て
実
施
す
る
。

・ 

水
環
境
学
習
を
実
施
す
る
。

・ 

下
水
処
理
の
普
及
促
進
の
継
続
す
る
河
川
の
環
境
整
備
を
進
め
る
。

・ 

使
い
捨
て
に
頼
り
す
ぎ
な
い
生
活
を
推
進
す
る
。

・ 

無
駄
な
も
の
は
購
入
し
な
い
生
活
を
推
進
す
る
。

・ 

再
利
用
で
き
る
も
の
を
積
極
的
に
購
入
す
る
。

・ 

家
庭
系
ご
み
の
分
別
意
識
を
向
上
さ
せ
る
。

・ 

資
源
回
収
団
体
の
育
成
を
継
続
す
る
。

環境学習のまちづくり 交流と協働の
まちづくり

身
近
な
環
境
を
知
り
、

自
分
た
ち
で
守
る

子
ど
も
か
ら
大
人
ま
で

楽
し
み
な
が
ら
学
ぶ

機
会
の
提
供
と
創
出

伝
統･

文
化
を
学
び
、

地
元
の
匠
の
知
識
・

技
術
を
継
承
す
る

世
代
間
交
流・地
元
学
に

よ
る
伝
統・知
恵
の
継
承

を
図
る

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
に

よ
る
交
流
と
協
働
の
推
進

共
感
が
生
み
出
す
交
流
の

推
進

・ 

Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
環
境
団
体
等
に
よ
る
環
境
学
習
を
実
施
す
る
。

・ 

幼
児
期
か
ら
の
自
然
体
験
の
場
を
創
出
す
る
。

・ 

学
校
教
育
に
よ
る
環
境
学
習
を
実
施
す
る
。

・ 

生
涯
学
習
に
よ
る
環
境
学
習
を
実
施
す
る
。

・ 

地
域
の
生
涯
学
習
を
活
用
し
た
環
境
学
習
、
地
元
を
知
る
講
座
を
開
催
す
る
。

・ 

子
ど
も
と
大
人
が
一
緒
に
学
ぶ
機
会
を
創
設
す
る
。

・ 

受
け
継
が
れ
て
き
た
地
域
の
伝
統
・
文
化
を
調
べ
、
今
の
生
活
に
取
り
入
れ

る
取
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組
み
を
推
進
す
る
。

・ 

食
を
通
じ
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世
代
間
交
流
、
地
域
の
伝
統
・
文
化
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承
を
図
る
。

 

・
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る
。

 

・
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る
。

 

・
環
境
を
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び
、
次
代
に
引
き
継
げ
る
よ
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人
材
の
育
成
を
す
る
。

地
域
内
外
で
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
と
協
働
よ
る

存
在
感
の
あ
る
地
域

づ
く
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を
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る
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項
目
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来
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業
）  
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未来への取り組み
第 ３ 章

  １  環境に配慮した有機資源循環を進める

第１節　資源循環のまちづくり

　　    現状と課題

　循環型農業の基本は“土づくり”にあるという考えに基づき、減化学肥料
を掲げ土壌改良を推進してきました。家畜排泄物と事業所から排出される食
品残渣を原料とした「えこ３堆肥」をはじめとする完熟堆肥の使用の推進や
木質チップを敷いて耕す「土ごと発酵」の実証実験などの取り組みが行われ
ました。元気な土で育てられた農産物の一部は、学校給食の食材として利用
されています。平成 21年度からは完熟堆肥を使用したほ場を「紫波元気農場」
として登録する「循環型農業生産物登録制度」により、産直に元気な土で育
てられた農産物を示すステッカーの貼られた農産物が登場しました。しかし、
登録者は産直会員数の約 7％、44戸であり、内外に情報発信する手段として
は広がりが少ないのが現状です。登録することにより農産物のブランド化が
図られ、登録者の所得向上に繋がることが望まれますが、当面は、土壌診断
や登録者に対する研修会の実施など、登録者に対するサポートを継続・充実
していく必要があります。また、このような町内産農産物が豊富にある町の
姿は、安全安心な食を求める町民からの熱い要望でもあります。このことか
らも豊かな土壌で農業生産に取り組む農家への働きかけと、その生産物を消
費者が進んで購入するための情報の発信が今後も必要です。

 　　   行動の方針　 

町内産堆肥を活用した循環型農業の普及
　10年後も循環型農産物の提供ができる環境の
維持、拡大を目指す。
　さらに地産地消等により町内外へのブランド化
を図る。
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未来への取り組み第 3章

　   未来への取り組み 

・減化学肥料・減農薬栽培による「元気な土づくり」の実践を拡大する。
・完熟堆肥の生産と利用をより一層進めて循環型農業の実践を拡大する。
・環境に配慮した農業を実践する。
・町内産農産物の消費拡大を図る。

　　    町民の取り組み

　・地元の食材を利用する。
　・地元の食材の種類、流通について理解を深める。

　　   事業者の取り組み

　・農家は、積極的に完熟堆肥を使用する。減農薬・減化学肥料を心がける。
　・事業所は、生ごみを有機資源として活用できる取り組みを進める。

　　 町（行政）の取り組み

　・循環型農業生産物登録制度の促進を図っていく。
　・新規就農者を増やす取り組みを行う。
　・生産者と消費者のコミュニケーションづくりの場を作る。
　・農林業支援組織との協力・連携

　主な指標 

　所管課

　農林課・環境課

項　　目 平成 21年度 平成 27年度 平成 32年度

循環型農産物生産農家登録数 45件 80件 100 件

地産地消推進団体数 15団体 15団体 15団体

  ２  森林資源の循環を進める 

　　    現状と課題

　町内の森林資源を有効に活用することは森林を保全し、森を育て、森林資
源の循環と林業の活性化に繋がります。町では、平成 12（2000）年度から
公共施設に町産木材を積極的に活用するなど森林資源循環に取り組んできま
した。併せて一般住宅などの建築に対しても補助金の交付や固定資産税を減
免するなど利用推進に努めました。また、間伐材や製材端材などを原料とす
る木質ペレットを生産し、併せて公共施設にペレットボイラーを導入して、
化石燃料を使わない環境に配慮した取り組みも行ってきました。平成 20年度
からは「紫波企業の森活動事業」を展開して、企業の社会貢献活動による森
林整備を進めてきました。国では、平成 21（2009）年に、「森林・林業再生
プラン」を公表しました。林業や作業道など路網の整備、森林施業の集約化
及び必要な人材育成を軸として、効率的かつ安定的な林業経営の基盤づくり
を進めるとともに、木材の安定供給と利用に必要な体制を構築し、森林・林
業を早急に再生していくための指針として作成されています。
　しかし、町全体の森林で約 60％を占める人工造林地の大半は、間伐の適齢
期を迎えているものの国産材の価格低迷や林業従事者の担い手不足により手
入れが行われない状況が依然として続いています。間伐を実施し、間伐材を
搬出して利用する仕組み作りや町民、NPO、企業が一体となって森づくりを
実施していくことが、森林資源の活用に繋がり、さらには地球温暖化対策に
結びつきます。
　また、森林を有効に活用すると共に、野生生物と人が多様に共存する森づ
くりをすすめていく必要があります。

 　　   行動の方針　 

森林資源の活用と森林再生
　森林資源の循環と森林の多面的機能（二酸化炭素吸収源、水源涵養機能、
野生生物の生息地）の発揮を目指す。
森の再生と林業の活性化が図られていくための行動に参加・協力し、町産材
を活用する個人、事業者などが多数いる状態を目指す。
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未来への取り組み第 3章

　   未来への取り組み 

・間伐材などの未利用資源と町産木材利用の促進をする。
・森林環境を創造し、森林が持つ多面的機能を発揮させる。
・森林学習や作業体験を実施する。

　　    町民の取り組み

　・町産木材や木質バイオマスについて理解を深め活用していく。
　・間伐体験や講演会などのイベントに積極的に参加する。
　・森林所有者は、適正な森林整備を実践していく。

　　   事業者の取り組み

　・町産木材の活用、並びに安定した供給と品質向上に努める。
　・町産木材や木質バイオマスの活用を行っていく。
　・林業後継者の育成や雇用の確保に努める。
　・紫波企業の森活動に参加して、森林整備の実践を図っていく。

　　 町（行政）の取り組み

　・間伐や間伐材の搬出、及び町産木材の活用に対する支援を実施していく。
　・公共施設での町産木材及び木質バイオマスの活用を積極的に実践していく。
　・森林を取り巻く現状を町民・事業者へ周知していく。
　・事業所、NPOなどと連携しながら小中学校への森林学習、森林体験プロ
　　グラムの充実、紫波企業の森活動の支援を実施していく。
　・町有林を適正に管理し、森林公園など多面的な機能も発揮させていく。

　主な指標 

　所管課

　農林課・環境課

項　　目 平成 21年度 平成 27年度 平成 32年度

森林間伐実施面積／年　 89ha 80ha 80ha

町内産木質ペレット販売量／年 170.9t 250t 250t

  ３  資源の消費を抑え、環境負荷を減らす 

　　    現状と課題

　ごみの発生を抑制する（Ｒ
リ デ ュ ー ス
ｅｄｕｃｅ）、再び使用する（Ｒ

リ ユ ー ス
ｅｕｓｅ）、再生し

て利用する（Ｒ
リ サ イ ク ル
ｅｃｙｃｌｅ）。これらの取り組み（３Ｒの取り組み）を実践す

ることは、環境負荷の少ない生活となり、よりよい環境を後世に残し伝えて
いくことになります。ごみの発生を抑制する取り組み（Ｒ

リ デ ュ ー ス
ｅｄｕｃｅ）はとて

も重要です。大量生産・大量消費から生み出されるものは、膨大なエネルギー
の使用と大量廃棄による環境の悪化です。持続不可能な「物」の豊かさから
後世に残し伝える「質」の豊かさにライフスタイルを改めることが、ごみの
発生を抑制することに繋がります。これまで町では、リサイクル運動の推進、
ごみ分別の徹底、クリーン紫波運動の実施など個人・団体・事業者がそれぞ
れの立場で参加できる町民総参加型の環境活動を展開してきました。
　ごみの分別については、専用のゴミ袋による回収方法も定着し、地域内では、
ごみ集積所や資源物保管庫の行き届いた管理により分別とリサイクルの意識
が確実に高まっています。平成 21（2009）年度には、ほぼ全域の各自治公
民館で分別講習会が開催されました。また、紫波町環境衛生組合連合会、紫
波町ごみ減量女性会議、ごみポイ捨て監視員による巡視などごみの減量や環
境美化を推進する団体のさまざまな活動と情報発信により、ごみを増やさな
い、ごみをポイ捨てしないなどの意識はさらに向上しています。

 　　   行動の方針　 

焼却ごみ 20％削減を目指す
　ゼロエミッションの実現を目指して、町民一人ひとりが３Ｒ（発生抑制・
再利用・再生利用）を心がけた生活様式へ転換するための啓発活動を強化し、
10年後 20％削減を目指す。

　   未来への取り組み 

・使い捨てに頼りすぎない生活を推進する。
・無駄なものは購入しない生活を推進する。
・再生品を積極的に購入する。
・ごみの分別意識を向上させる。
・資源回収団体の育成を継続する。
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未来への取り組み第 3章

　　    町民の取り組み

　・なるべく繰り返し使えるもの、詰め替えできるものを選んで使う。
　・混ぜればごみ、分ければ資源の意識を持つ。
　・買いすぎない、作りすぎない、使いすぎないことにチャレンジする。
　・マイバック・マイ箸・マイカップ運動を推進する。

　　   事業者の取り組み

　・営業活動の中で発生する廃棄物は資源と捉えて、適切な処理をして
　　再資源化を進める。

　　NPO・各種団体の取り組み

　・ごみ減量の呼びかけ、啓発を町や各種団体と協働で実施する。
　・ごみの分別の徹底を呼びかける。

　　 町（行政）の取り組み

　・ごみを増やさない取り組みを、各種団体と連携して進める。
　・積極的に資源回収する団体を助成する。
　・回収された資源の行方を町民に情報提供する。
　・ごみ分別が浸透するように、説明会を継続的に実施する。

　主な指標 

　所管課

　環境課

項　　目 平成 21年度 平成 27年度 平成 32年度

家庭系ごみ 1人 1日当たり排出量 595g 559g 536g

家庭系焼却ごみ 1人 1日当たり排出量 327g 288g 262g

資源回収団体の資源回収量／年 902t 1,200t 1,400t

  １  すべての生き物と自然を共有し、共生できる環境を保全する

第２節　環境創造のまちづくり

　　    現状と課題

　生物は、人間の生活のために存在しているのではなく、それぞれが独自の
遺伝子を持ち、その風土に適用できるように変化しながら様々な生態系を作っ
て「いのち」の循環をして生きています。人間はその生物多様性の中から生
み出された「もの」を利用して生活しています。水田では小さな生物ユスリ
カの幼虫や糸ミミズを餌にして、カエルやドジョウが集まり、そのカエルや
ドジョウをサギが食べる食物連鎖があります。ユスリカや糸ミミズの排泄物
は分解されて豊かな土となり、その土壌は人間に恵みをもたらします。　川
の上流で落ちた木の葉はバクテリアなどによって分解され、養分となって水
に溶け込み、川を下り海へとたどり着きます。
　しかし、乱開発による生息環境の悪化、乱獲や採取、里山などの森林の手
入れ不足、外来種による生態系のかく乱などにより生物の多様性が脅かされ
ています。ツキノワグマの問題もその一つです。農作物を荒らす、時には人
間を襲う動物として害獣とも呼ばれ、射殺されることも珍しくありません。“害
獣”は人間の視点であり自然界においては、森に棲む生き物の生態系の頂点
に立つ大事な生き物です。町内でも近年、人間の生活環境領域に出没するこ
とが多くなり排除されるようになりました。西日本では絶滅が懸念される程
になっています。
　これまで容易に身近で見ることができたホタルやトンボ、メダカやカジカ
なども姿を確認できる場所が少なくなってきています。
　町はこれまで、生物多様性の保全の取り組みとして、千年の森・共生の森
などの町有林で植樹活動や自然観察会を実施してきました。“共生の森”には
NPOが主体となり「木の実は動物に、用材は人に」をテーマにコナラやクリ
など実のなる木の植樹を行ってきました。木の実を食料とするツキノワグマ
などが森のなかで十分な食料を得ることで、人里まで下りないようにするた
めの取り組みをしてきました。
　主要な河川は、定期的に水質調査を実施し、水環境の状態を監視しています。
河川改修の際は、環境に配慮した工法を取り入れ、生態系の保全に努めてい
ます。公共下水道、農業集落排水の利用可能な範囲拡大や合併浄化槽の普及
によって家庭排水による河川の汚れを防ぐ取り組みをしています。
　生き物との共生のために自分たちができることは何かを見つけながら、生
物多様性を意識した取り組みを今後も継続し、里山の自然環境の活用と保全、
水環境の保全に取り組んで行く必要があります。
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未来への取り組み第 3章

 　行動の方針　その１ 　 

里地里山の保全と創造
　里地里山に人の手が入り、活用されることにより多くの生態系が創設され、生物の多様性が保全さ
れている状態を目指す。人間と野生生物の生活圏の分離も図られていくことを目指す。

 　  未来への取り組み 	 ・森づくりを推進する。
	 ・森林ボランティアを育成する。
	 ・自然観察会を実施する。
	 ・生物の生息環境としての視野を取り入れた農地づくりを推進する。

　　    町民の取り組み	 ・身近な自然や動植物に触れ、自然の息吹を感じる機会を持つ。
	 ・稀少な動植物や生態系の成り立ちについて理解を深める。
	 ・自然観察会などのイベントに参加する

　　   NPOの取り組み	 ・動植物や生態系の成り立ちについて学習する場を提供する。
	 ・自然観察会のプランづくりをする。参加する。

　　 町（行政）の取り組み	 ・町有林などを利用して里山の活用を図る。
	 ・環境診断テキスト「チェック＆Do」などの教材を活用して里地里山
	 　保全の調査を実施する。
	 ・特定外来種の対策を実施する。
	 ・自然観察会などの機会を提供する。

 　行動の方針　その２  　 

水環境の保全と活用
　水に親しみ、水を大切に使う心を養うことによって、水を汚さない生活への取り組みを推進させ、
河川の水質向上、河川の持つ浄化機能の保全、生態系の維持を目指す。

 　  未来への取り組み 　 　・主要河川の水質調査を継続して実施する。
	 ・水環境学習を実施する。
	 ・下水処理の普及促進を継続する。

　　    町民の取り組み	 ・水を汚さない、無駄に使わないくらしに心がける。
	 ・汚れた水はきれいにして川に戻す。
	 ・身近な川の様子を観察する。
	 ・川に親しむ機会を作る。
	 ・自然観察会や学習会に参加する。

　　   事業所の取り組み	 ・生産活動の中で水をできる限り汚さない、無駄に使わないように注意する。
	 ・水環境の清掃、美化活動に参加する。

　　　NPO・環境関連団体の取り組み	 ・水に親しみ、水環境を学ぶ機会を作る
	 ・水辺環境の美化活動をする。

　　 町（行政）の取り組み	 ・河川の汚れを防ぐため、下水処理の利用促進を図る。
	 ・河川水質調査を継続し、公表することで水環境保全の意識を高める。
	 ・水辺環境の美化活動を推進する。
	 ・水環境学習の場を提供する。
	 ・河川改修や整備にあたっては、自然環境との調和に努める。

　主な指標 

　主な指標 

　所管課

　所管課　農林課・環境課・生涯学習課

　環境課・土木課・下水道課・学務課

項　　目 平成 21年度 平成 27年度 平成 32年度

自然観察会の参加者数 10人　 40人 60人

環境診断テキスト「チェック＆ Do」
などを活用した環境調査の実施人数 － 100人 100人 項　　目 平成 21年度 平成 27年度 平成 32年度

水環境学習開催数／人数　 1回　10人 2回　40人 2回　30人

水洗化人口普及率 76.4％ 82.1％ 87.2％
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未来への取り組み第 3章

  ２  環境への負荷に配慮し、低炭素社会を進める 

　　    現状と課題

　地球温暖化は、異常気象、気温上昇、海面上昇などの環境の変化により人間
や生き物に大きな影響を及ぼします。日本における年平均気温はこの 100年
で 1.13 度上昇し、農作物の生育障害や病害虫の発生など、気温上昇の影響と
考えられる現象が起こっています。
　町では、これまで「循環型まちづくり」を町の重点施策として、太陽光発電・
バイオディーゼル燃料・木質バイオマスの利活用など新エネルギー・クリーン
エネルギーの導入を推進してきました。循環型まちづくりの推進は、二酸化炭
素などの温室効果ガスの排出量を減らす「低炭素社会」の取り組みと一致しま
す。平成 14年 2月には、省エネルギービジョンを策定し、平成２（1990）年比で二酸化炭素の排出の削減量を
6％として取り組みを推進してきました。行政としては地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、エコオフィ
ス推進実行計画を策定し、二酸化炭素排出量削減の取り組みを実行に移しています。
　平成 21（2009）年に開催された国連気候変動サミット（ニューヨーク）において、我が国では温室効果ガス
の排出量を平成 32（2020）年までに平成 2（1990）年比で 25％削減することを表明しました。この目標到
達のため、地球温暖化防止のための新たな国民運動が「チャレンジ 25」としてスタートしました。「チャレンジ
25」では、オフィスや家庭などにおいて実践できる二酸化炭素削減に向けた「６つのチャレンジ」とより具体的
な取り組み「25のアクション」が提案されています。
　二酸化炭素などの温室効果ガスの排出量の削減は、地球規模で取り組む緊急の課題であり、町でも未来の子ど
もたちに今の環境を引き継ぐためには、25％の削減を目指すことが重要と捉えて取り組みを展開します。併せて、
エネルギー消費の抑制など「環境負荷」を減らしていく取り組みを推進します。

 　　   行動の方針　 

二酸化炭素などの温室効果ガスの削減・環境負荷の削減
　家庭・事業所等での省エネルギー推進、新エネルギーの導入など
の取り組みにより、二酸化炭素排出量の 25％削減を目指す。

　   未来への取り組み 

・省エネルギー及び環境負荷の削減を推進する。
・新エネルギーの利用を推進する。
・木質バイオマスの利用を促進する。
・森林の整備による二酸化炭素吸収量の増加を図る。
・事業所、行政において環境負荷の削減を推進する。

　　    町民の取り組み

　・生活のなかで、環境負荷の削減の取り組みにチャレンジする。
　・環境家計簿をつけてみる。
　・太陽光・太陽熱・バイオマスなどの利活用について調べてみる。
　・温暖化を意識して、チャレンジ 25の取り組みに挑戦する。

　　   事業者の取り組み

　・環境負荷の削減に取り組む。
　・環境に配慮した商品を購入する。

　　 町（行政）の取り組み

　・二酸化炭素の排出削減の手法について情報提供をする。
　・職場において環境負荷削減に取り組む。
　・町民、事業所に対して新エネルギー導入の促進を図る。
　・環境家計簿の推進を図る。

　　 二酸化炭素排出量削減の主な取り組み

　・家庭の省エネルギー推進、新エネルギー利用の普及　５％削減
　・事業所の省エネルギー推進、新エネルギー利用	 ２％削減
　・公共施設の省エネルギー実践、新エネルギー導入	 １％削減
　・森林管理による二酸化炭素吸収能力の向上	 ３％削減
　　※数値は、町全体の二酸化炭素排出量に対し各取り組みにより削減を目指す割合

　主な指標 

　所管課

　農林課・環境課・総務課

項　　目 平成 21年度 平成 27年度 平成 32年度

岩手県版環境家計簿Co2 ダイエット
日記の取り組み世帯／年 94世帯 300世帯 500世帯

太陽光発電利用世帯／累計 268基 500基 700基
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未来への取り組み第 3章

  ３  安全安心で快適に暮らせる生活環境を向上させる 

　　    現状と課題

　私たちが地域に愛着を持ち、快適に暮らせる環境を保全するため、町内一
斉清掃の活動やごみ０の日行動（5月 30日に実施）など環境美化の活動が実
践されてきました。地域での取り決めによる清掃活動や、まちピカ応援隊に
登録して公園や河川を清掃するなどの活発な活動も展開されています。不法
投棄を根絶するため、ごみポイ捨て禁止条例が制定され、ポイ捨て監視員と
地域住民が連携して不法投棄を監視し一定の成果が現れています。事業者と
地域との公害防止協定の締結、畜ふん・廃棄物等の適正処理を行うなどにより、
環境の保全だけではなく私たちの健康も守られています。家庭ごみの焼却の
禁止、ペットのふんの後始末、私有地の清掃管理などについては町からの啓
発だけではなく、地域内においても注視していく必要があります。
　しかし、家庭ごみの野焼きによる焼却やペットのふんの放置、私有地の不
適切な管理など生活公害が数多く発生しており、より効果的な啓発と喚起が
必要になっています。
　火葬場については、平成 21（2009）年度に施設を建て替え、安定的なサー
ビスが受けられるようになったことから、町民満足度調査での評価が最も高
くなりました。今後は、多様化する公葬地のニーズへの対応が課題となって
います。

 　　   行動の方針　 

公害・有害物質の対策
衛生的な生活環境づくり
美しい景観を保全する

　   未来への取り組み  

・公害、有害物質による環境汚染を監視する。
・町民主体の清掃活動、まちピカ応援プログラムを推進する。
・衛生環境を整備する。

　　    町民の取り組み

　・公害、有害物質等について監視する。
　・身近な環境の美化活動に進んで取り組む。
　・気持ちよい生活環境を守るため公衆のマナーを守る。

　　   事業者の取り組み

　・有害物質等の放出による汚染を防止する。
　・町民と共に身近な環境整備活動を進んで行う。

　　 町（行政）の取り組み

　・町民、事業者と共に環境整備に取り組む。
　・快適な衛生環境の整備を行う。
　・公害、有害物質等の放出情報等は速やかに町民へ周知する。

　主な指標 

　所管課

　環境課

項　　目 平成 21年度 平成 27年度 平成 32年度

環境に関する苦情件数　 104件 52件 26件

まちピカ応援プログラム参加団体 7団体 15団体 15団体
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未来への取り組み第 3章

  １  身近な環境を知り、自分たちで守る

第３節　環境学習のまちづくり

　　    現状と課題

　子どもを取り巻く環境が変わり、遊びの場が屋外から屋内、遊びの内容も
自然を対象とした森や川での遊びからゲームといった無機質のものに変化し
てきました。下校後も習い事や塾などに時間が割かれるようになりました。
大人も自然のなかで過ごす経験が少ない人が多くなりました。その結果、身
のまわりの環境の変化に気づかない、関心を持たない人が多くなっています。
　美しい森林やきれいな川の流れを残したい気持ちはあるものの、身の回り
の自然環境について学ぶ機会が少くなっています。
　これまで、学校教育における環境教育は、子どもたちが身の回りの環境に
目を向け、考える機会づくりに取り組んできました。環境に関わる団体・個
人が、環境の視点を日常生活の中に取りこんで、環境に配慮したくらしを考
えるきっかけ作りを進めてきました。NPO法人紫波みらい研究所では、子ど
もたちを対象にしたエコスクールや環境探検隊など自然を考えてもらう取り
組みを実施しています。環境マイスター紫波では、子どもから大人までの地
域住民が集まり、環境を自ら調べ、学んでいく自発的な取り組みが行われて
います。
　先祖代々から受け継がれてきた紫波町の自然・風土を子どもたちに引き継
ぐためには、町民一人ひとりが地域の環境を学び、理解することから始め、
今何をすべきかを考え行動することが大切です。環境は、本来私たちのくら
しに密接に結びついているものです。家族の中で環境について話し合う機会
を作りながら、環境がくらしの中に浸透する取り組みを進めていきましょう。
　自然との共存を図るためもう一度身のまわりの自然に目を向け、触れ、同
じ地球の住人である生物の住みよい環境を整える取り組みを進めましょう。

 　　   行動の方針　 

子どもから大人まで楽しみながら学ぶ機会の提供と創出
　くらしの中で自然と触れる機会を作り、自然への関心を高めたり人間との
関わりを学んだりすることで、生き物と人の住みよい環境を整える取り組み
の推進を目指す。

　   未来への取り組み 

・NPO、環境団体等による環境学習を実施する。
・幼児期からの自然体験の場を創出する。
・学校教育による環境学習を実施する。
・生涯学習による環境学習を実施する。

　　    町民の取り組み

　・身近な自然を学ぶ自然観察会などに参加する。
　・テレビ、新聞、書籍、インターネットなどを活用して、環境についての意識を高める。

　　 事業所・NPOの取り組み

　・体験学習、環境関連の施設見学などに積極的に協力する。
　・大人と子どもが一緒に自然を楽しめる機会を作る。

　　 町（行政）の取り組み

　・環境に関する動向に注視して情報の発信と対策に努める。
　・事業所やNPOなど環境パートナーと連携して、自然観察会や環境関連の施設見学を開催し、
　　きれいな環境が大切なことを伝える。
　・環境マイスターのスキルアップを支援するための講座を開催する。

　主な指標 

　所管課

　農林課・環境課・福祉課・学務課・生涯学習課

項　　目 平成 21年度 平成 27年度 平成 32年度

学校教育での環境教育講座開催校数　 6校 14校 14校

地域での環境学習参加者数 1,001 人 1,100 人 1,200 人

環境関連団体主体の環境学習開催数 13回 20回 30回
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未来への取り組み第 3章

  ２  伝統 ･文化を学び、地元の匠の知識・技術を継承する

　　    現状と課題

　これまで農業や林業は土地を守り、森を守り、資源を循環する営みが行わ
れてきました。資源の循環は、生活の基礎であり特別なものではありません
でした。しかし、農業や林業を取り巻く環境の変化により技術や経験を日々
の生活を通して継承することが難しくなっています。
　木々の名を覚えその特性を知りくらしに活かす、動植物を観察して気候を
予測するなど、人々のくらしは自然と共に成り立っていました。便利な道具
が手軽に揃い、家の中にいても天候がわかる時代となり、人は自然と対話す
ることがなく暮らすようになりました。地域の伝統・文化・生活の知恵など
その土地で生まれた、優れた「力」が時間と共に消えつつあります。　
　生活の知恵を継承していくため、学校教育では、地元住民の協力による年
中行事の体験学習を通じて世代間の交流を図っています。自然の恩恵、先人
の知恵や技術を継承することも同時に行われています。自治公民館やNPOの
活動では、自分たちの住む地域の文化や歴史、自然などを見て、触れて、学
ぶ講座を開催しています。伝統・技術の掘り起こしや高齢者の知恵や技術の
継承に取り組んでいます。
　農林業や食に関する知恵・技術 ･経験を絶やすことなく受け継ぎ、農林業
資源の循環を促す取り組みを進めます。
　また、環境学習や地元探検などの機会を通して、大人の経験を子どもへ伝え、
子どもの発見を大人に伝えるなど、世代間の交流を進め、地元の伝統・文化
や知恵の共有化を進めます。

 　　   行動の方針　 

世代間交流・地元学による伝統 ･ 知恵の継承を図る
　世代間交流を通じて、地域のくらしの中から生まれた知恵・技術・経験を
学び、生活に活かしながら後世への継承を進める。

　   未来への取り組み 

・地域の生涯学習を活用した環境学習、地元を知る講座を開催する。
・子どもと大人が一緒に学ぶ機会を創設する。
・受け継がれてきた地域の伝統・文化を調べ、今の生活に取り入れる取り組みを推進する。
・食を通じて世代間交流、地域の伝統・文化の継承を図る。

　　    町民の取り組み

　・地元の行事、講座等に積極的に参加する。
　・身近な高齢者と話をする。

　　   事業所の取り組み

　・地域のイベント等に積極的に参加する。

　　 事業所・NPOの取り組み

　・町や事業者、学校などと連携して地域住民参加型のイベントに取り組む。

　　 町（行政）の取り組み

　・公民館など地元の生涯学習の中に、環境の視点を取り入れた取り組みをする。
　・NPO等との連携による環境学習プログラムを検討し、町民の関心を高める。
　・地域資源を有効に活用した交流を勧める。　

　主な指標 

　所管課

　福祉課・農林課・環境課・学務課・生涯学習課

項　　目 平成 21年度 平成 27年度 平成 32年度

世代間交流（伝統・文化の学習）小・中学校数 11校 14校 14校

世代間交流（伝統・文化の学習）保育施設 259回
14,636 人

240回
14,400 人

240回
14,400 人

世代間交流（伝統・文化の学習）こどもの家 49回
2,168 人

42回
1,680 人

42回
1,680 人
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未来への取り組み第 3章

  １  地域内外でのネットワークと協働による存在感のある地域づくりを進める

第４節　交流と協働のまちづくり

　　    現状と課題

　町民、NPO、事業者、町（行政）が協力して建設した「環境・循環 PRセンター」
を中心にしてホームページの活用、循環型農産物の普及、環境・循環関連講
座の実施、環境イベントの開催など環境への取り組み、循環型まちづくりを
町内外に発信しています。
　今、それぞれの団体や市民、町（行政）が多様な形で協働しています。例えば、
ごみの削減のための啓発活動、ごみ分別の地区別講習会、資源回収の取り組み、
ごみポイ捨ての監視、環境学習講座の開催などそれぞれの立場から取り組み、
ごみ減量に成果が上がっております。
　NPO法人や市民活動団体等によるネットワークは多岐にわたり広がり、各
所において成果を上げています。平成16（2004）年から始まったNPOの企画・
運営による國學院大學の学生の間伐作業体験を通した地域との交流会がその
一つです。学生は、間伐対象の地区に宿泊して、町内の林業経験者の指導に
より間伐体験をします。夜は地元農産物を主にした料理を囲んで交流会が行
われています。「とにかくご飯がおいしい」「地元の人たちとの交流が楽しみ」
「森の中の作業は気持ちがよい」など、地域の人、自然、産物など地域資源の
魅力が交流を通して伝わっています。林業や農業を実践するため、紫波町へ
移り住む学生も現れています。
　今後も地域における循環型まちづくりを効果的に推進していくために、人々
が関心を持ち、理解を深めて取り組んでいくため、組織、人のネットワーク
をさらに広げ、大きな力の源としていくことを目指します。
　また、紫波の自然、地域資源に魅力を感じ、町を訪れる人々とのつながり
を大切にし、町の環境や循環型まちづくりに共感する人々のネットワークづ
くりを継続して進め、存在感のある地域づくりを目指します。

 　　   行動の方針　 

ネットワークの構築による交流と協働の推進
共感が生み出す交流の推進
　組織や地域の人々がそれぞれの役割を担いながらつながることにより、情
報の共有化や事業の推進力向上が図られ、環境・循環型まちづくりを更に進
める。地域資源を活用した人と人との交流から生み出されるネットワークに
より、町内外への情報発信が活発に行われることを目指す。

　   未来への取り組み 

・町民一人ひとりが循環型まちづくりについて正しく認識し、家庭・学校・地
域などで自ら行動が出来るように、環境関連団体等と行政が連携した環境学
習の場を増やしていきます。

・行政は、町民や事業所の主体的発想や取り組みを支援し、相互に協力する場
が創設されることで自然な広がりを創出します。

・ネットワークが充実するためにインターネットや広報紙などを通じた情報発
信に努めます。また、情報を共有できる情報環境をつくります。

・活動の機会の提供を行い、地域活動やボランティア活動に参加しやすい仕組
みづくりをします。

・環境を学び、次代に引き継げるよう人材育成を行います。
・地元にある資源を活用し、地産地消を進めます。

　主な指標 

　所管課

　農林課・環境課・商工観光課・企画課・学務課・生涯学習課

項　　目 平成 21年度 平成 27年度 平成 32年度

環境・循環 PRセンター利用者／年 5,054 人 6,000 人 7,200 人

グリーンツーリズム参加者／年 33人 50人 80人
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未来への取り組み第 3章

 紫波町環境・循環基本計画　指標

区　分
平成21年度
( 実　　績 )

平成 27年度
（目標数値）

平成 32年度
（目標数値） 所管課

数量、件数等 数量、件数等 数量、件数等

（１）資源循環のまちづくり　　　19 項目

えこ３堆肥販売量／年 1,267.9 ｔ 1,400 ｔ 1,400 ｔ 農林課

循環型農業生産物普及農家登録数／年 45 件 80件 100件 環境課

食育パートナー登録数／年 28 人 30人 30人

農林課食ナビアクセス数／日 58 件 100件 120件

地産地消推進団体数／延べ 15 団体 15団体 15団体

学校給食地元の野菜使用量・率　 18.28 ｔ
28.2％

17ｔ
30％

16ｔ
33％

給食
センター学校給食地元の果樹使用量・率 6.08 ｔ

44.6％
6ｔ

45.0％
5ｔ

46.0％

学校給食地元の米使用量・率 50.4 ｔ
99.7％

46ｔ
99.7％

42ｔ
99.7％

森林間伐実施面積／年 88.89ha 80.00ha 80.00ha 農林課

町産木材利用量・一般（平成12年度からの累計） 370.22㎥ 520㎥ 670㎥ 環境課

町内産木質ペレット販売量／年 170.9 ｔ 250ｔ 250ｔ 農林課

生活環境懇談会開催数・人数／年 77 回
2,591 人

20回
600人

20回
600人

環境課

家庭系ごみ 1人１日当たりの排出量 595g 559g 536g

家庭系焼却ごみ 1人１日当たりの排出量 327g 288g 262g

ごみのリサイクル率 28.4% 31.4% 32.6%

資源回収団体数／年 101 団体 110団体 120団体

資源物保管庫建設団体数／累計 62 団体 80団体 90団体

区　分
平成 21年度
( 実　　績 )

平成 27年度
（目標数値）

平成 32年度
（目標数値） 所管課

数量、件数等 数量、件数等 数量、件数等

資源回収団体の資源回収量／年 902 ｔ 1,200 ｔ 1,400 ｔ
環境課

エコ・ショップしわ参加店舗／累計 8 店 22店 30店

（２）環境創造のまちづくり　17 項目

自然観察会の参加者数／年 10 人 40人 60人

環境課環境診断テキスト「チェック&Do」などを
活用した環境調査の実施人数／年  － 100 人 100人

企業の森づくり取り組み団体／年 3 団体 7団体 10団体

水洗化人口普及率 76.40% 82.10% 87.20%
下水道課

水環境学習開催数・人数／年 1 回 10人 2回 40人 2回 30人

水質調査 10河川の水質 A類型、0河川 A類型、2河川 A類型、2河川

環境課純石けん販売数／年 5,796 個 8,000 個 10,000 個

循環型エコプロジェクト事業による
CO2 排出削減量／年  － 3,500t 4,000t

低公害車の導入／累計 4 台 7台 9台 総務課

公共施設へのクリーンエネルギー導入・
太陽光発電／累計 2 基 4基 5基

環境課

公共施設へのクリーンエネルギー導入・
太陽熱利用／累計  － 2 基 4基

公共施設へのクリーンエネルギー導入・
木質バイオマス燃料利用／累積 10 基 15基 20基

岩手県版環境家計簿CO2 ダイエット日記
取組世帯／年 94 世帯 300世帯 500世帯

太陽光発電利用世帯数／累計 268 基 500基 700基

町内一斉清掃参加者／年 12,667 人 13,600 人 14,400 人

まちピカ応援プログラム参加団体／年 7 団体 15団体 15団体
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区　分
平成 21年度
( 実　　績 )

平成 27年度
（目標数値）

平成 32年度
（目標数値） 所管課

数量、件数等 数量、件数等 数量、件数等

環境に関する苦情件数／年 104 件 52件 26件 環境課

（３）環境学習のまちづくり　10項目

学校教育での環境教育講座開催校数 6 校 14校 14校 学務課

地球温暖化を防ごう隊員ノート取り組み学校数
／年 10 校 11校 11校 環境課

地域での環境学習参加者数／年 1,001 人 1,100 人 1,200 人 生涯学習課

保育施設等での環境学習開催数、参加者数／年 12 回
150人

18回
540人

18回
540人 福祉課

環境関連団体主体の環境学習回数／年 13 回 20回 30回 環境課

食育推進団体数 9 団体 10団体 10団体

農林課
食育関連講座開催数／年 48 回

2,263 人
40回

2,000 人
40回

2,000 人

世代間交流（伝統・文化の学習）小中学校／年 11 校 14校 14校 学務課

世代間交流（伝統・文化の学習）保育施設／年 259 回
14,636 人

240回
14,400 人

240回
14,400 人

福祉課

世代間交流（伝統・文化の学習）こどもの家／年 49 回
2168人

42回
1,680 人

42回
1,680 人

（４）交流と協働によるまちづくり　3項目

グリーンツーリズム参加者数 33 人 50人 80人

環境課環境・循環 PRセンター利用者／年 5,054 人 6,000 人 7,200 人

環境・循環情報発信／年 53 件 80件 100件
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